
な益財団法人　瑞鳳殿　 定款

第１章　 総聡

（名 称）

第１条　 この法人は、 ぬさ財団悵人瑞畧殿と称する。

（事務所）

第２条　 この 法人 は、 主た る事務所 を宮城県仙台市に 置く。

第２章　 目的Ｘび事業

（目 的）

第３条　 この 法人 は、 仙台藩ぷ来の ま化 的遺棄で ある瑞皿、感仙殿、善心殿 の‾Ｅｔ屋

八びａヶ 峯内伊４家Ｓ所の保存き備兼びに伊達家Ｓ廟等に関する調Ｆをｇ・を行い、ｍ

せて 范該施ａのＳ賞のａ会を提供し 、も って 文１ヒの 向上に・与す るこ とを 目白タＪ とす る。

（事業）

第４条　 この法人は、 前条の目 的を達成するため、次の事業を行う。

（１）瑞ｇ殿、感加』殿、 善応殿のＥｔＭの管理ｌｌ営Ｒび経ヶ峯肖伊達家墓所の４呆存、

整備

（２）瑞ｔ殿資料館の管週１１１営

（３）伊４家資れ等に関する展覧兔、ほ習兔、ほ演台、等の圭ＳｊｌびＩＳ援

（４）瑞皿、感仙Ｓ、 加応戦のＥＩＪｉ八び経ヶ 峯内ｔ廟並びに伊ま家ｇ所に関する

調査研究

（５）そ の他前条 の目 的を達成する ため に必・な 事業

第３章　 資産蓼、び会計

（基本財産）

第５条　 この 法人 の目 的で ある 事業 を行 うた めに 不万丁欠 なｉＪ表 の財まは 、こ の法人の基

本財産と する。

２ま本財ｔは、評議員会においてＳｊに定め ると ころ によ り、 この法人の目 的を達成す

るた めに 善良 な管ミ者のを意を もっ て管ミし なければ なら ず、 基本財産の一部を か分

しよ うと する とき 八びＪＩ本財まか ら除外し よう とす ると きは、あ らか じめ万事会八び

評議員会 の承愉を Ｒす る。

３Ｓ 「」 表の財産は匹益社回法大教、び悵益財団 法大 の認定等 に関する 法律第５ 条第 １６号

に定めるな益 目的事業を行 うために不鳫欠な特定の財産と する。

（事業年度）

第６条　 この法人の事業年度は、毎年４ ９１ 日に始ま り翌年３ １３１日 に終わる。



（事業計画及び収支予算）

第７条　 この 法人 の事業計羈書、鼈支予算書について は、 毎事業年度の 開始の日 の前日

までに、 万事長が作成 し、 ミ事会の承Ｓを受けなければな らない。 これを変ぞする場

合も 、同様と する。

２　 前識の書類については、主たる事務所に、燕該事業年度が終了する までの間備え置

き、 一般の閲 覧に供す るも のと する。

（事業報告Ｒび決算）

第８条　 この法人の事業報告Ｒび決算については、毎事業年度終了後、 ミ事長が次の書

類を作成 し、 監事の監査を受けた上で、 ミ事会の承認を受けなければな らない。

（１）本業報告

（２）事業報告の 附Ｘ ９細書

（３）貸借対照、表

（４）工Ｅ味財産増減計算書

（５）貸借が照表八びｍ味財産増減計算書の附票明細書

（６）財産目録

２　 前項の承認を受けた書類の うち、第 １そ、第 ３号、第 ４号八び第６ 号の書類につい

ては 、定毀評議員会に提ｉ し、 第１ その 書類 につ いて はそ の甄容を 報告 し、 その他の

書類 につ いて は承售を受け なければ なら ない。

３　 第１ 項の書類のほか、 次の書類を主たる粤務所に ５年間をえｔき、 一獸の開祖に供

する とと もに 、定款を 圭た る事務所 に備 えｔき、 一般 の開 Ｗに供す るも のと する。

（１）監ま報告

（２）ミ事ＲびＥ本並びに評議員の佑簿

（３）ミ本及びＲ事並びに加奈員の報儼等の支給のぶ準をＥ載 した書類

（４）兼営組織蓼、び事業俎動の状竄の概Ｗ八びこれ らに開する数値の うち重ｔなもの

を記載した書類

（公益目 妁似丿啓財ｔ残額の麌定）

第９条　 ミ事長は、む益社皆缶大八び公益財団缶大のお定等に関する缶律施行規ｍ第

４８ 条の規定 に基づき 、毎事業年度 、葹該事業年度の 末日 にお ける ぬ益 目的 蜀、得財産

旌額を算定し、前条第 ３項第４ その書類にＥ載するも のと する。

第４章　 評議員

（評議員の定数）

第１０条 この法人 に評議員 ８ネ 以上 １３ もひ Ｆち を置 く。

（評議員の自任八び解任）

第１ １条 評議員の選任八び解任は、 一般社回法大八び一般財団法人に関する 隹律第１７９

条か ら第 １９５条の規定に従い、琴隻具合において回 う。
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２　 評議員を選任する 場合には、次の各号の・件をいずれ も満たさ なければなら ない。

（１）各評議員につい て、 次のイか らへに該葹す る評議員の合計数が評議員の総数の

３分 の１ を超 えな いも ので ある ことｏ

イ） その評議員八 びそ のＥ偶者又は ３親等内 の親族

ロ） その評議員と 婚姻の届芭を していないが事実上鶚姻関｛奈 と同様の事情に

ある者

ハ

ー

－

その評議員の使篦人

口又はハに掲げる者八外の者であっ て、 その評議員から受ける金銭その他

の財産に よっ て生計を維持 して いる もの

ホ） ハ又 はニ に掲 げる 者の髱緊者

へ） 口か らニ に掲げる者の ３親等刺の親族であっ て、 これ らの者と 生計を一に

する もの

（２）他の回一の団体 （ぬ益法人を 除く 。） の次のイ から ニに該葹する誤議員の合計数

が評議員の総数の ３分の１ を加えないものである こと。

イ） を事

ロ） 慳ム鴇大

ハ） 他の 回一の回体のミ事鈔、外の役員 （法人でない回体で代表者又は管ミ大の

定めのある者にあっては、 その代表者又は管ミ人）又は業務を執行する社

員である者

ニ） 次の団湊において職只であ る者 （国会議員八び麑方価無冠Ｎ体の継台の議

員を除く 。）

①［尨の磯回

②　鳬方な族団体

③　七Ｌ行幄缶大漣嵒Ｎ羝第２ 条第 １項に規定する七Ｌ行政汞大

④　国立大学法大法第 ２条第１ 項に規定する自立大学法人又は『晟条第 ３項

に規ｔする大学まち『ｍ利鴇機関法人

⑤　地方独立行政法大法第 ２条第１ 項に規定するｊセ方を立行政悵入

⑥　特殊缶大 （特ｉｊの法律に より 特Ｓｉ） のほ立行為を もって℡をされた法人

であって、総務省鼈置法第 ４条第８ 号の規定の適用を受け るも のをい

う。 ）又 はお ‾ｊＴ法人（特９ｊの 悵律によ ち鼈立さ れ、 かつ 、そ の戮ぺＬに関

し行政官庁の認可 を・する 法人 をい う。）

３　 評議員は 、こ の法人の理事 、ｔ事又 は使箆大 を兼ねる こと がで きな い。

４　 簒議員に異動があった とき には、２ 週間八内にを乱し、登ｋ事項ｍＥ回書等を添え、

遅滞 なく その 回を 行政庁に 届け るも のと する。

（傴議員 の任期）

第１ ２条 罌継戮の任期 は、 選鬯後４ 年屶、割に終了する事業年度の うち 最終のも のに関す
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る定時評議員会の 終結 の毀まで とす る。 ただ し、 再任 を妨げな い。

２任期の満了 前にぶ任 した評議員の補欠 としてき任された評議員の任期 は、 ｊ！任した評議

員の任期の満了する時までとする。

３　 評議員は、第１０条にｔめ る定数にえり なく なる とき は、 任期の満了又は辞任に より

ｍ任 した 後も 、新たにき任 された者 が就任す るま で、 なお翳議員と して の権禾｜」義務を

有す る。

（簒議員に対する報酬等）

第１３条 評議員に対し て、 各年度の総額が１００ 万口 を超えない範囲で、評議員会にお

いて Ｓり にｔめる 役員八び評議員の報酬並びに費鴇に関す る規程に従っ て算定し た額

を、 報酬等と して支給する こと がで きる。

第５章　 評議員会

（構成）

第１ ４条 評議員会 は、 すべ ての評議員を もっ て構成す る。

（権 ｍ）

第１５条 評議員会 は、 次の事項について決議する。

（１）き事Ｒびを参のき任又は解任

（２）Ｓ本Ｒびを筝の報殖等の額

（３）琴議員 に対する 報酬等の 支給のぷ準

（４）貸借対郢布太び工Ｅ 霖財ｔ増減計算書、財ｔ目 録の承Ｓ

（５）定款の変ぞ

（６）残余財産の処分

（７）基本只オ産 の処黛又 は除夕卜 の承認

（８）重要な財産の処お八び譲受け

（９）そ の他評議員会で決議するも のと して法令及は この定款で定められた事項

（戛催）

第１６条 評議員会 は、 定時評議員会 とし て毎事業年度終了 後３ 箇ｙｘｊ、内 に１ 回開催する

ほか、必要がある場合に開催す る。

（招集）

第１７条 倍議員会は、 法令にＳ ｌｊほの定めがあ る葹合を除き 、き事会の決議に基づ きき事

まをが珊、集する。

２　 評議員は、万事長に対 し、 琴議員会の目 的である 事項ＲびｔＢ集の珊福を示 して、容

議員会のＳ集を請求するこ とができ る。

３　 前項 によ る請求が あっ たと きは 、万事長 は遅滞な く評議員会を招集 しな けれ ばなら

ない。

４　 理市長が 欠け たと き又 は理事長 に事故か おる とき は、 各ミ事が ぢ集 する。
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（議長）

第１８条 評議員会の議長は、そ の評議員会におい て、 號席 した評議員の 中か ら選鴇す る。

（決議）

第１９条 罌議員会の隹議は、決議について特恥」の利害関係を有する評議員を除く評議員

の竟年数が皀席し 、そ の戔半数 をも って 行う。

２　 前躅、の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害開示を有する評議

員を除く 琴議員の ３分の２ 八上に葹たる多数をも って行わなければなら ない。

（１）監事の解任

（２）評議員 に笂する 報惟等の支給 の基準

（３）定款の変・

（４）ぷ本財産の 処分又は 除タトの 承お

（５）そ の他法令でｔめられた事項

３　 万事又は監事をぷ任する議案を決議する に際 して は、 各候補者ごと に第 １叛の決議

をゼわなければな らない。 ミ事又は監事の候補者の合計数が第 ２３ 条に定める定款を

上回る４合には、 過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い萼、に定数の枠に

達するま での者を選任する こと とす る。

（決議の省略）

第２０条 ミ事 が、 ニ叺議員会の 目的 であ る事躅、についてを案 をし た場合に おい て、 その提

案について、 議決に加わる こと ができる罌議員の兔員が書面又は電奏皿録により回

意の意思表示 をし たと きは 、そ の提案を ‾ｉＴ決する 冶の評議員会 の議隹が あっ たも のと

みなす。

（報告の省略）

第２ １条 万事が評議員 の全員に対し て評議員 会に報告すべ き事項をａ加 した４合 にお

いて 、そ の事項を評議員会 に報告す るこ とを 要し ない こと につ き、 評議員の 全員 が書

面又 は電磁的記録 によ り同意の意思表示 をし たと きは 、そ の事項の評議員会 への報告

があったもの とみなす。

（議事録）

第２２条 評議員会の議事については、羝令で定め ると ころによ り、 議事録を作成する。

２　 議事録に は、 議長及び評議員会 に出席し た評議員 のう ちか ら選出さ れた議事録署名

人ｌ佑り、上 がこ れにＥ名 押印 する。

第６章　 役員等

（役員の設置）

第２３条 この也大に、 次の役員を置 く。

（１）ミ事　 ８あ 八上 １３ 名八内

（２）Ｅ事　 ２ち に内
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２　 ミ事のうち１ 名をミ市長とし、 １名 を塲Ｊを事長、１ 名を常務ＪＩ事とすることができる。

３前項のミ事長をもって一般社団法大八び一般財団法人に関する法律上の代表ミ事とし、

副万事炎天び常務万事をもって鶚法第９１条第１ 項第 ２号の業務執行を事とする。

（そ員の選任）

第２４条 票Ｒ市‾ｋびＥ事 は、 評議員会 の決議に よっ てき任す る。

２　 ミ事炎、 副ミ事炎八び常務Ｊミ事は 、ミ事会の決議に よっ てミ事の 中か らき定す る。

３　 ミ事又は監事に異動があったと きは、２ 週間以内に登記し、登記事項証回書等を添

え、 遅滞なく その 廁を行政庁に 届け 出な ければな らな い。

（を事の職務八び権張）

第２５条 ミ事 は、 ミ事会を構成 し、 法令八びこの定款で京める とこ ろに より 、職務を執

行する。

２　 ミ事長は、也令八びこ の定款で定めると ころによ ｙこの法人を代表 し、 その業務

を執行す る。

３　 副を筝長八び常務肖１事は、ミ事会においてｙ３ １」 に定める とこ ろに より 、こ の法人の業

務を分担執行する。

４　 ミ事炎、 唇ＩＪを事炎攷、び常務理事は、毎事業年度 に４ 箇ｙｘを超え る間隰で ２回以上、

自この職務の執行の状疣をミ本会に報告 しなければな らない。

（１本の職務八び瑰猫、）

第２６条 ｔ事 は、 を事の職務の執行をｔ醫し、隹令で定め ると ころ によ り、 Ｋま報告を

作成する。

２　 監事は、 いつでも 、ミ事八び使箆大に対 して事業の報告を求め、こ の法人の業務Ｒ

び財産の状況の調査をする こと がで きる。

（役員の任期）

第２７条 ミ事の任期は、自任後 ２年弧内に終了する事業年度の うち最終のも のに関する

定時翳議員会の終結の時ま でと する。ただし、再任を妨げない。

２　 ｔ事の任期は、自任後 ２年曁内に終了する事業年度の うち最終のも のに関する定時

評議員会の終結の時までと する。ただし、再任を妨げない。

３　 補欠 とし てき任さ れた万事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する 時ま でとす

る。

４　 ミ事又は監事は、 第２３条に定める定数にた りな くなると きは、任期の満了又は辞

任に より ｊＪ１任 した 後も 、新 たに選任 され た者が就任す るま で、 なおミ事又はＥ事と

して の権禾｜」義務を有す る。

（役員の解任）

第２８条 ミ事Ｒび監事が、 次のいずれかに該 葹す ると きは、評議員会の決議によ って解

任す るこ とができ る。

（Ｉ）職務上の義務に違縦 し又は職務を怠っ たと き。
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（２）心身の故障のため、 職務の執行に支障があ り、 タ、はこれに堪えない とき。

（役員の報雅等）

第２９条 Ｊミ事Ｒびｔ事に対して、 評議員会においてｉｊに定める総額の範回内で、 評議員

会においてＳＪに定める役員八び評議員の報雅並びに費万］に関する規程に従って算定

した額を報雅等と して支給する こと ができる。

（責任の免除又は限定）

第３０条　この法人は、 一般社回缶人Ｒび一般財豐缶入に関する法律第１９８ 条において準

鴇される第１１１ 条第 １項の損害賠償責任について、 法令に定める要件に該葹する場

合には、 ミ事会の決議によって、損害賠償責任額から悵今に定める最低責任箍度額

を控除して得た額を係、度 として、 免除する こと ができる。

２　 この法人 は、 夕１ヽ部役員 との 回で、前項の損害賠償責任につ いて、法令に定め る・件

に該当する４合には損害賠償責任をミ定する契約を、 ｊｌ事会の決議によっ て、 締結

する こと がで きる 。た だし 、その契おに基づ く賠償責任の限度額は、法令の定める

最低責任ほ度額と する。

（会長等の戮ミ）

第３１条　この法人に任意の機関として、 会長、副会長八び顧問 （歙下、 「会長等」とい

う。 ）を置く こと がで きる。

（１ ）会長　　 １佑

（２ ）副会長　 ２あ

（３ ）顧問　　 １ネ

２　 会長等の選任八び解任は、 ｌＲ事会において決議するｏ

３　 会長は宮城県知事の職にあ るも のを もっ て充てる。

４　 ＭＩ」会長は仙台市長八び仙台商工会議所会頭の職に ある もの をも って充て る。

５　 顧問は仙台伊ま家范圭であるも のと するｏ

６　 会長等は、１１事長の相談に応 じる とと もに 、評議員会八びを事会から諮問 された事

項につい て参考意見を述べ るこ とが でき る。

７　 会長等は無報酬と する。

第７章　 き本会

（構成）

第３２条 を本会は、すべてのミ事を もっ て構成する。

（権ほ）

第３３条 ミ本会は、次 の職務を 行う。

（１）こ の法人の業務執行の決ｔ

（２）き事の職務の執行のｔ督

（３）ミ事長、琲ｌ理事長八び常務理事の選定戮、び解職
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（種類八び開催）

第３４条 ミ市会は、き常珂１市会及び臨時万事会の２ 種と する。

２　 適常ミ莓会は 、事業年度毎 に年 ２回 珮催する。

３　 臨時ミ事会は、次の各号に該萢する場合に開催する。

（ｌ）ミ事長が必要と售めたと き。

（２）ミ事長勁、タトのミ事から会議の 目的である事項を髱載した書Ｅをも ってミ事長に

招集の請求が あっ たと き。

（３）前号の請求があった 日から５ 日ふ鸚に、その請求があった日 から ２・回八内の

日をを夲会の 日と するき事会の４Ｓ集の通加が発せられない鴇合に 、そ の請求をし

たミ事が招集 した とき。

（珊、集Ｒび議長）

第３５条 を本会は 、ｊｌ事長が招集する。

２　 ＪＩ事会 の議長は 、を事長 がこ れに あた る。

３　 週１事長が欠けた とき又はえ集長に市撮があると きは、きき市が万事会をギＢ集 し、議

長は 皀席 しか万事 の中 から 選定する。

（決議）

第３６条 ミ市会の決議は、 決議について特ｉｊの利害関Ｗを有する ミ事を除 くを事の戔半

数が 出席 し、 その過半数を もっ て行 う。

（決議の省略）

第３７条 ミ事が、 ミ莓会の決議の目 的である事項について提案 しか場合において、その

を案につき議決に加わるこ とができ るミ市の全員が書面又は電磁的Ｒ録によ り同意

の意兎、表示 をし たと きは、そのを案を ‾ｊＴ決する 回のミ本会の決議があ った もの とみな

す。 ただ し、 監事が異議を述べたと きは、こ のｍ りではない。

（報告の省略）

第３８条 ミ事叉はｔ市がミ市Ｒび監事の全具 に対 してミ事会に報告すべき事項をｊ加

した とき は、 その事項をミ事会へ報告するこ とを７しない。

２　 前項の規定は、第 ２５ 条第 ４項の規定に よる報告について は、 適用 しな い。

（議事録）

第３９条 ミ事会の議事については、 法令で定める とこ ろによｙ 議事録を作成する。

２　 范席しすざを事長、ＭＩＩを事長、 常務万事Ｒび監事は、 前項の議事録にＲ佑押印する。

第８章　 委員会

（委員会）

第４０条 この法人の事業を推九するために、 ミ事会はその決議によ り、 専汽事項を調ま

審ｔする ための委員会を鼈置す るこ とが でき る。

２　 委員会の委戮は、 ミ事長がミ市会の 『回１意 を得て委嘱す る。

８



３　 委員会八び委員に 関し必要な事項は 、ミ事会の決議を経て緊に定め る。

第９章　 事務局

（鼈置等）

第４１条 この隹入の事務を タ５ミす るた め、 事務局を鼈置する。

２　 事務局には、 事務雋長‾ｋび所をの職員を置 く。

３　 事務雋の祖織八びミ営に関し必・な事項は、 ＪＩ事長が５３１」に定める。

第１ ０章 定款の変 戛ｊＲび解散

（定款の変‾覧）

第４２条 この定款は、 評議員会の決議によって変１だする こと ができるｏ

２　 前項の規定は、この定款の第３ 条、 第４ 条八び第 １１ 条第 １項Ｒび回条第２ 項につ

いて も適用す る。

（解散）

第４３条 この缶大は、 基本財産の懴失による この法大の目的である事業の成功の不能そ

の他法令で定められた事甄によ って解散する。

（公益嘉定の み消 し等 に伴 う贈 与）

第４４条 この法人がぬ益お定の耿？肖しの処分を受けた場合又は合併により ま大が消滅

する場合 （その権利義務を承継する法人が公益隹大である とき を除く。 ）には、 評議

員会の決議を経て、ぬ益目 的旬、得財産残額に相葹する額の財産を、肖該価益ミ定の取

・しの日又は萢該合併の日 から １箇ｙＷ、佩に、 ぬ益社団法人攷、び価益財団法大の認定

等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若 しく は地方なまち［１体に贈与する

もの とする。

（残余財産の帰属）

第４５条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、

む益社団法大蓼、びぬ益財団法大の認定等に関する法律第 ５条 １７ 号に掲げる法人又は

国若 しく は覓方ノと供団体に贈与するも のと する。

第１ １章 ぬ告の力法

（包告の方法）

第４６条 この法大のぬ告は、ｔ子ぬ告に より 行う。

２　 事故その他やむを得ない事おこよって前項の電子な告をするこ とができ ない場合は、

宮城県郎こおいてＲ行 される現北新報に掲載する方法によ る。
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附則

１． このｔ款は、 一般社回法大八び一般財回ま大に関する法律ｊ：びな益社回法人Ｒびな

ａ財回ま大の混定等に関するま律の施行に伴う関｛京ま律の整備等に関する法律第１０６

条第 １項に定めるな益法人の設なのを記の日 から施行する。

２． この ま大 の最 お］ のｊｌ事長は伊ｍとす る。

３． この 法人 の最初の 常務 １１事は 大崎啓一 とす る。

４． この法人の最初の評議員は青沼一民、小ｌｆ木克之、 河端章好、ｔ子ＩＥズ、鈴木勝雄、

高橋裕。 ほ科 学、 Ｅ橋博Ｅ 、若 生ｉＥ博 とす る。

５． 一般社回法人ａび一般財回法人に関する伍律Ｒびな益社回ら大Ｒびむ益財回ま大の

認定等に関する法律の施行に伴 う関係法律の整備等に関する法律第 １０６条第１ 項に

定め る特例Ｒ法法人の解散の登記と ぬ益法人の設２き のを記を行っ たと きは、第 ６条の

規定にかかわ らず、解散のをＥの日 の前 日を事業年度の末 日と し、ｔｔのをＥの 日を

事業年度の開 始日 とす る。

附ｍ （平成２ ９年 ６１ １３ 日改 ｉＥ）

１． この定款は、 平成 ２９ 年６ ７１ １３ 日から施行する。

附只１１ （令れ） ７年 ６ｊ １１ ロ改ＴＥ）

１． この定款は、 令和 ７年 ６７１１　１日 から施行する。
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ＷＪ表　を益目的事業を行 うために不一万タな特定の財産 （第 ５条関係）

財産種別 場所 ・物量等

建物およ び構築物 ｔ廟

門

拝Ｒ

木像等

石塔

資料館

３基

２Ｍ

１棟

３体

３７基

１棟

資料 卷１１葬品

歴史資料類

７４点

資料館・ び４又藏庫

１５点

資料館八び鼈蔵庫
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